別紙様式第１７－５号
年　月　日　
地域農業再生協議会の代表者
地域センター長
　　地方農政局長
　　北海道農政事務所長
　　内閣府沖縄総合事務局長     殿
認定方針作成者又は農業者　　　　　
住　所　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　 　　　　○　電話 　　　
平成○年産新規需要米出荷契約数量等農業者別一覧表
米穀の需給調整実施要領（平成２０年１月３１日付け１９総食第９４９号農林水産省総合食料局長通知）別紙４の第５の１の規定に基づき、新規需要米販売契約数量、生産予定面積等を、下記のとおりお知らせします。
記
（地域農業再生協議会名：　　　　　　　　）
	取組
番号
※1
	農業者名等
	種類
※3
	品種
※4
	新規需要米販売契約等の内容

	
	住所

	氏名
又は
名称

	農業者コード
※2
	
	
	用途
※5
	販売契約
数量等
（玄米kg)

	単収
(kg/10a)

	生産予定面積
(m2)

	出荷方式
※6

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	計

	－

	－

	－

	－

	－

	
	
	
	
	－



（※１）通し番号を付すこと。なお、同一農業者が、複数の種類、品種の新規需要米に取り組む場合は、それぞれ別の行に分けて（別の通し番号を付して）記入すること。
（※２）農業者戸別所得補償制度における「交付申請者管理コード」を記入すること。
（※３）うるち米又はもち米のいずれかを記入すること。
（※４）多収性の専用品種で取り組む場合は「多収」と、その他の品種で取り組む場合は「その他」と記入すること。
（※５）実施要領別紙４の第３に定める次の用途のいずれかを記入すること。（「飼料用」、「米粉用」、「ＷＣＳ用」、「バイオ用」、「輸出用」「青刈等用」、「種子用」、「その他」）
（※６）多収性の専用品種で区分管理方式による出荷を行う場合は「区分」と、それ以外の場合で特定取組の場合は「特定」と、それ以外の場合は「一括」と記入すること。
（注１）認定方針作成者にあっては、報告に当たり、電子ファイルも提出すること。
（注２）電算処理等の理由から上記様式を用いることが困難な場合にあっては、内容の改変を伴わない限り、必要に応じ様式を変更することができるものとする。
（注３）取組計画の認定を受けた農業者にあっては、「平成○年産新規需要米取組計画書」及びその添付書類で本様式の内容が把握できる場合は提出を省略できる。
